２０１７年日本政府年次報告
「障害者の職業リハビリテーション及び雇用に関する条約（第１５９号）」
(２０１５年６月１日～２０１７年５月３１日)
１．質問Ⅰについて
　　
２．質問Ⅱについて
〔第１条〕

「同法第１５条の６」を「同法第１５条の７」に改める。
〔第２条〕

前回までの報告に追加又は変更すべき事項はない。
〔第３条〕

「職業能力開発促進法第１５条の６」を「職業能力開発促進法第１５条の７」に改める。
〔第４条〕

前回までの報告に追加又は変更すべき事項はない。

〔第５条〕

前回までの報告に追加又は変更すべき事項はない。

〔第７条〕

「同法第１５条の６」を「同法第１５条の７」に改める。
〔第８条〕

前回までの報告に追加又は変更すべき事項はない。

〔第９条〕

前回までの報告に追加又は変更すべき事項はない。
【２０１５年条約勧告適用専門家委員会のオブザベーションについて】
（１）　制裁を含めて、全ての会社において、法定２％の障害者雇用割合を達成するために採用され、または予想される措置
法定雇用率を達成していない事業主に対しては、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号。以下「障害者雇用促進法」という。）に基づき、雇入れ計画の作成命令や当該計画の適正実施の勧告等のきめ細かな指導を行うとともに、それでも改善が見られない場合には企業名を公表することとしている。
また、障害者雇用納付金制度により、法定雇用率を下回っている事業主から、法定雇用障害者数に不足する人数に応じて納付金を徴収し、それを財源に法定雇用率を上回っている事業主に対して障害者雇用調整金、報奨金、各種の助成金を支給している。その対象事業主については、平成27年４月より従業員200人超から100人超に範囲を拡大している。障害者を雇用するには、作業施設・設備の改善や職場環境の整備など、経済的負担が伴うため、この納付金制度は、障害者を多く雇用している事業主の経済的負担を軽減し、事業主間の負担の公平を図りつつ、障害者雇用の水準を高めることを目的としている。
（２）障害者の雇用機会の増加に関する政策の影響　　
我が国における障害者雇用の状況は、２０１６年６月現在の民間企業における障害者の雇用者数が４７４，３７４．０人と前年比４．７％（２１，２４０．５人）（※）増加となり、１３年連続で過去最高を更新している。また、民間企業における実雇用率は１．９２％（前年１．８８％）となるなど、着実に進展している状況である。
　　（※）重度身体障害者又は重度知的障害者については、その１人の雇用をもって、２人の身体障害者又は知的障害者を雇用しているものとしてカウントされる。
また、重度身体障害者又は重度知的障害者である短時間労働者（１週間の所定労働時間が２０時間以上３０時間未満の労働者）については、１人分としてカウントされる。

さらに、重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者（精神障害者については、重度の区別はない）である短時間労働者については、０．５人分としてカウントされる。
（３）　性別、年齢、障害の種類ごとのできるだけ細分化された統計、条約の対象の事案に関する報告、研究及び問合わせに関する情報を引き続き提示すること。　
民間企業における障害者の雇用者（２０１６年）
障害区分　身体障害者３２７，６００．０人、知的障害者１０４，７４６．０人、精神障害者４２，０２８．０人
[条約の対象となる事案に関する報告・研究等] 
平成２８年度に研究を行った厚生労働科学研究費補助金（※）による障害者雇用に関する研究・報告書は３件
例えば、精神障害者の就労移行を促進するための研究、生活支援による就労の定着の在り方にかかる研究、就労アセスメント実施者に対する研修カリキュラム構築のための調査研究等がある。

（※）厚生労働科学研究の振興を促し、国民の保健医療、福祉、生活衛生、労働安全衛生等に関し、行政施策の科学的な推進を確保し、技術水準の向上を図ることを目的とした厚生労働省の補助金。
（４）　社会的パートナー及び組織の代表者・障害者の代表の意見がどのように、障害者の
職業復帰及び雇用に関する政策の決定に反映されているか。
障害者雇用分野における重要事項の調査審議については、公益、労働者、使用者及び障害者の代表者により構成される労働政策審議会障害者雇用分科会において行っており、２０人の委員のうち、障害者の代表は４人である。上記(２)の障害者雇用の状況についても労働政策審議会障害者雇用分科会に対して報告を行っている。

さらに、障害者雇用分科会においては、公共職業安定所における障害者の就職件数など、障害者雇用施策に関する目標を設定し、その運用及び実績の評価を行っているところである。

この他、国の行政機関が政令や省令等を定めようとする際に、行政運営の公正さの確保と透明性の向上を図り、国民の権利利益の保護に役立てることを目的として、事前に広く障害者の方々を含めた一般から意見を募り、その意見を考慮するパブリックコメントを行っているところある。
利害関係者の代表の見解等が障害者雇用に関する施策の策定等に考慮された事例としては、２０１３年の改正障害者雇用促進法に基づき「障害者に対する差別の禁止に関する規定に定める事項に関し、事業主が適切に対処するための指針（障害者差別禁止指針）」及び「雇用の分野における障害者と障害者でない者との均等な機会若しくは待遇の確保又は障害者である労働者の有する能力の有効な発揮の支障となっている事情を改善するために事業主が講ずべき措置に関する指針（合理的配慮指針）」を作成した例がある。具体的には、これら２つの指針を策定するに当たって、事前に「改正障害者雇用促進法に基づく差別禁止･合理的配慮の提供の指針の在り方に関する研究会」において障害者団体からヒアリングを行ったうえで、労働政策審議会障害者雇用分科会に指針案を示して議論を行い、委員の見解を踏まえて案を修正し、策定したところである。また同研究会には、障害者団体がメンバーに入っている。
また、両指針についても、上記のパブリックコメントを行ったところである。
（５）　雇用の対象にならない障害者が雇用範囲内に入る機会を増加するよう講じられる措置及び（８）作業所の給与向上のために講じられ、又は予想される措置を継続的に情報提供すること
就労移行支援事業では、６５歳未満の障害者で、通常の事業所に雇用されることが可能と見込まれる者に対して、生産活動、職場体験等の活動の機会の提供その他の就労に必要な訓練、求職活動に関する支援、その適性に応じた職場の開拓、定着のために必要な相談等の支援を行っており、利用者は全国で約３．１万人である。

２０１５年度の就労移行支援事業等からの一般就労への移行者は、約１．２万人となっており、２００６年度の０．２５万人に比べ、約５倍に増加している。

就労継続支援Ｂ型事業所では、通常の事業所に雇用されることが困難であり、雇用契約に基づく就労が困難である者に対して、就労の機会の提供及び生産活動の提供その他の就労に必要な知識及び能力の向上のために農作業等を通じた必要な訓練や支援を行っている。利用者は全国で約２３万人である。
　就労の機会の提供及び生産活動の機会の提供のために、一般就労が困難である者には、就労継続支援Ｂ型事業所等での工賃水準を向上させることが重要であり、そのための取組として、各都道府県において工賃倍増５カ年計画（２００７年～２０１１年）が実施され、都道府県レベルでの計画策定・関係機関等の関係者との連携体制の確立に重点を置き、工賃向上への取り組みが推進されてきたが、個々の事業所レベルでは、必ずしも全ての事業所で計画の策定がなされておらず、十分な工賃向上となり得ていなかった。
そこで、２０１２年から２０１４年にわたり、各都道府県において「工賃向上計画」を策定し、工賃の向上に関する目標を設定すること等により、取組を計画的に進めてきた。更に工賃向上に当たっては、計画に基づいた継続的な取組が重要であることから、２０１５年度以降も各都道府県において「工賃向上計画」を策定し、工賃向上の取組を実施している。官民一体となった取組を推進し、具体的には、各事業所において、民間企業などの技術、ノウハウ等を活用した取組（経営コンサルタントや企業ＯＢの受け入れによる経営改善、企業経営感覚の醸成等）、複数の事業所が共同して受注、品質管理等を行う取組の推進、工賃引き上げに積極的な事業所における好事例の紹介、事業所の経営意識の向上及び事業所職員の人材育成に資する研修・説明会の開催、障害者就業施設などに受注などを斡旋又は仲介する等の業務を行う共同受注窓口の整備を行っている。
この結果、一般の事業所（農林漁業及び公務を除く）における労働者の２０１５年度の現金給与総額は、水準で見ると２００６年度に比べて低下しているが、就労継続支援Ｂ型事業所の２０１５年度の工賃は、２００６年度から２３％増加している。

また、２０１３年４月より施行された「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達に関する法律」により、国、独立行政法人及び地方公共団体等は、障害者就労施設等から物品やサービスを優先的に調達する努力義務が課されており、２０１６年度の調達実績は、約１５７億円であった。

（６）　公共職業安定所によって実施される措置の影響
就職を希望する障害のある人の一般雇用への移行を図るため、ハローワークが中心となって、障害者就業・生活支援センター（障害者の身近な地域において、雇用、保健福祉、教育等の関係機関の連携拠点として、就業面及び生活面における一体的な相談支援を実施）、地域障害者職業センター（障害者に対して、職業評価、職業指導、職業準備訓練、職場適応援助等の専門的な職業リハビリテーション、事業主に対する雇用管理に関する助言等を実施）、就労移行支援事業所、特別支援学校、医療機関等の関係機関からなる「障害者就労支援チーム」を作り、就職に向けた準備から職場定着までの一貫した支援を行う「チーム支援」を実施している。障害者就業･生活支援センターは、２０１７年３月現在で３３０カ所、地域障害者職業センターは、２０１７年３月現在で５２カ所（各都道府県に１ヶ所と５ヶ所の支所）、就労移行支援事業所は、２０１６年４月現在で３，１２０カ所設置されている。
２０１１年度からは、障害者雇用の専門的知識を有し、労働局に配置されている就職支援コーディネーターを活用し、地方自治体、医療機関なども含めた地域の関係機関との連携体制の更なる強化を行い、継続的な支援を実施することで、福祉・教育・医療から一般雇用への移行を促進している。この取組によって、２０１５年度に実施した就労支援セミナーは８１０回、企業での職場実習は９５７件である。
（７）　作業所で働く障害者の待遇が、（他の労働者との間の）機会及び待遇の均等の原則を含めて、条約の原則に一致することを保証するために講じられる措置　　
機会の均等については、就労継続支援Ｂ型事業においても、個々の利用者の希望や能力に応じて求職活動や職場定着に関する支援を行っているところであり、２０１６年度において就労継続支援Ｂ型事業所から一般就労へ移行した方は２，６４６人であった。

就労継続支援Ｂ型事業所で働く方々の待遇の均等については、工賃向上計画に基づく施策を講じるなどにより、就労継続支援Ｂ型事業所を利用する障害者に支払われる工賃の増加をはかっているところである。

（８）　（就労継続支援Ｂ型事業における参加のためのサービス料について、）障害者が実質的に労働市場へ参入することを保証するために講じられる措置　　
２０１０年に障害者自立支援法を改正し、障害福祉サービスの利用者負担に関しては応能負担であることを法律上明確にしている。

具体的には、障害福祉サービスの自己負担は、所得に応じて４区分の負担上限月額が設定され、1ヶ月に利用したサービス量にかかわらず、それ以上の負担は生じない。
その結果、２０１６年１１月現在で、就労継続支援Ｂ型を含む障害福祉サービス利用者の９３．３％が無料でサービスを利用している。　　
（９）　割当制度の下で雇用される障害者及び重度障害者に関する情報を引き続き提供すること
最近の障害者雇用の状況は、年々雇用者数が増加し、２０１６年６月現在における障害者の雇用者数は、民間企業４７４,３７４．０人、国・地方公共団体等４２,０４９．５人、都道府県等の教育委員会１４,４４８．５人である。民間企業の障害者雇用者数は１３年連続で過去最高を更新する等、着実に進展しており、実雇用率は１．９２％と過去最高となっている。
また、重度障害者（障害者雇用促進法第２条第３号により規定される重度身体障害者及び第５号により規定される重度知的障害者をいう。）である雇用者数は、２０１５年６月時点では１０６，３６２人であったが２０１６年６月時点で１０９，７６５人と増加し続けていることから、重度障害者のダブルカウント（１人を２人に相当するものとすること）は、重度障害者の雇用機会の確保及び拡大のため、今後とも必要かつ有効であると考える。

（10）　障害者の差別禁止に関し、実質的なマニュアル及びガイドラインの実施に関する情報の提供　

障害者雇用促進法において、雇用の分野における障害者に対する差別の禁止及び障害者が職場で働くに当たっての支障を改善するための措置（合理的配慮の提供義務）を規定し、障害者に対する差別の禁止に関する規定に定める事項に関し、事業主が適切に対処するための指針（障害者差別禁止指針）及び雇用の分野における障害者と障害者でない者との均等な機会若しくは待遇の確保又は障害者である労働者の有する能力の有効な発揮の支障となっている事情を改善するために事業主が講ずべき措置に関する指針（合理的配慮指針）を策定した（２０１６年４月施行）。
障害者差別禁止指針の基本的な考え方は、①対象となる事業主の範囲は、すべての事業主であること、②障害者であることを理由とする差別を禁止すること、③事業主や同じ職場で働く者が、障害特性に関する正しい知識の取得や理解を深めることである。

差別の禁止については、募集・採用、賃金、配置、昇進、降格、教育訓練などの各項目において、障害者であることを理由に障害者を排除することや、障害者に対してのみ不利な条件とすることなどが、差別に該当するとして整理している。
合理的配慮指針の基本的な考え方は、①対象となる事業主の範囲は、すべての事業主であること、②合理的配慮は、個々の事情を有する障害者と事業主との相互理解の中で提供されるべき性質のものであること、③事業主は障害者からの相談に応じ、適切に対応するための措置を講ずることである。
合理的配慮の内容は、例えば募集及び採用時に、①募集内容について、音声等で提供すること、②面接を筆談等により行うこと等、採用後は、③机の高さを調節すること等作業を可能にする工夫を行うこと、④本人の習熟度に応じて業務量を徐々に増やしていくこと、⑤出退勤時刻・休暇・休憩に関し、通院・体調に配慮することである。
これらの実施については、募集・採用時において、障害者から事業主に対し、支障となっている事情などを申し出て、採用後において、事業主から障害者に対し、職場で支障となっている事情の有無を確認し、合理的配慮に関する措置について、事業主と障害者で話し合うこととしている。合理的配慮に関する措置を検討し、講ずることとした措置の内容又は障害者が希望した措置を実施できない場合はその旨を障害者に説明する。その上で、合理的配慮の提供の義務は、事業主に対して「過重な負担」を及ぼすこととなる場合を除くこととしている。

３．質問Ⅲについて　
（２）中、「独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構」を「独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構」に改める。
４．質問Ⅳについて
前回までの報告に追加又は変更すべき事項はない。

５．質問Ⅴについて
前回までの報告に追加又は変更すべき事項はない。

６．質問Ⅵについて
　本報告の写を送付した代表的労使団体は、以下のとおりである。
（使用者団体）　一般社団法人　日本経済団体連合会
（労働者団体）　日本労働者組合総連合会　

　
資料３－９
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